
目的 形態の種類

※形態の種類は、慶応義塾大学花田教授
の花田モデルを参考にしました。

H16.10.4改訂版　業務改革推進室　

◎法令で、職員が実施しなければならないと
　されている業務、あるいは制度上委託がで
　きない業務

◎権利を制限し、または義務を課すなど公権
　力の行使を伴う業務

◎政策的判断、公的意思の形成を伴う業務

◎機密性・危機管理が強く求められる業務

廃止

市町村移譲

アウトソーシング検討対象

　　あなたの業務の点検・洗い出し（項目整理）
　をしてみてください。

県が直接担う
べき業務

Ｎｏ

Ｙｅｓ

アウトソーシング検討はじめ
～県業務をアウトソーシングするために～

No

◎県の信用や情報力、調整能力、独自の技
　術力や専門性を要する業務で、外部からの
　評価が高いなど今後も維持することが望ま
　しい業務

 ☆できる手立てを考えて
 みましょう

（規制緩和・仕組みの工夫）
特区、条例制定・改正、認
証制度、地方独立行政法
人化などが可能

◆県民サービスの質の向上
◆民間との協働による人材育成、雇用創出
◆県民の参画、地域の活性化
◆県庁の自発的なスリム化

公平性･公正性が
強く求められます

未来の県益をリー
ドすることが期待
されます

管理責任が厳し
く問われます

県の独自性が発
揮できます

業務の点検・洗い出し

業務の整理

アウトソーシングの検討

公平性･公正性が
強く求められます

　業務の細分化で、県
内の受注機会が広が
ることもあります

①企画・運営の一括委託
②コンサルティング（企画のみの委託）
③外注・代行（運営のみの委託）
④人材派遣
⑤民間移管

　◎アウトソーシングしても、県としての
　　かけがえのない価値
　　（県の存立、知的財産など）を
　　失うことにならない

Yes

Ｎｏ

社会情勢や県民ニーズ
に合わないものは制度
そのものを変える努力
が必要です

　業務の細分化を考えてみましょう
　一部分はアウトソーシングできる
場合があります

（例）企画・執行・管理の分離
　　　案づくりと決定手続の分離
　　　県民向け・職員向けの区分
                                 　　など

Yes

「県と市町村の役割分担
の考え方(H16.2)」に基づ
く点検

業務には様々なコストが
かかっています。トータル
コストを考え、よりよい方
法を検討しましょう。

以下の５つのいずれにも該当しない
業務ですか

　業務の細分化を考えてみま
しょう
　一部分はアウトソーシングで
きる場合があります


